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故伊藤研一教授 略歴・主要業績 
 
 
 
 
 
 
略  歴 
昭和 23 年 10 月 3 日 滋賀県彦根市に生まれる 
昭和 55 年 3 月 武蔵大学大学院経済学研究科博士課程単位取得満期退学 
昭和 56 年 4 月 駒沢大学北海道教養部講師（経営学）担当 
昭和 57 年 4 月 佐賀大学経済学部講師（経営組織論）担当 
昭和 58 年 4 月 佐賀大学経済学部助教授（経営組織論）担当 
平成 元 年 4 月 摂南大学経営情報学部助教授（経営管理総論）担当 
平成 3 年 4 月 摂南大学経営情報学部教授（経営管理総論、経営学総論）担当 
平成 7 年 4 月 摂南大学大学院経営情報学研究科修士課程教授 
平成 12 年 4 月 摂南大学経営情報学部経営情報学科学科長（平成 16 年 3 月まで） 
平成 17 年 4 月 摂南大学大学院経営情報学研究科博士後期課程教授 
平成 20 年 4 月 摂南大学経営情報学部経営学科学科長（平成 22 年 3 月まで） 
平成 24 年 8 月 8 日 逝去 
 
学会活動 
組織学会会員  日本経営学会会員  経営学史学会会員（幹事） 
非営利法人研究学会会員（第 8 回学会賞受賞）  国際戦略経営研究学会会員 
 
著  書 
・共著 『現代経営学の基本問題』文眞堂 平成 11 年 
 
主な論文 
・単著 「マーチ＝サイモン理論の全体構造とその意義」 
    武蔵大学論集 第 27 巻 第 1 号、昭和 54 年 
・単著 「サイモンによる組織の実証研究－コントローラー部門と事業部制－」 
    佐賀大学経済論集 第 15 巻 第 4 号、昭和 58 年 
・共著 「『組織科学』の学説史的研究 1967-1983」 
    組織科学 第 20 巻 第 4 号、昭和 62 年 
・単著 「合理性と能率－サイモン研究序説（2）－」 
    中研所報 第 23 巻 第 3 号、平成 3 年 
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・単著 「『経営行動』への胎動：行政実験の副産物－サイモン研究序説（4）－」 
    摂大学術 B 第 10 号、平成 4 年 
・単著 「能率確保の論理－サイモン『経営行動』再考－」 
    武蔵大学論集 第 41 巻 第 3・4 号、平成 6 年 
・単著 「行政改革：F.D.ローズベルトとギューリックの挑戦－サイモン『経営行動』と伝統 
    的経営理論の接点－」武蔵大学論集 第 42 巻 第 4 号、平成 7 年 
・共著 「日本の製造業：労働生産性の二変量変化分析－検証：株式会社『日本』－」 
    奈良大学情報処理センター年報 第 7 号、平成 8 年 
・共著 “Lending Relationships, Managerial Incentives, and Institutional Complementarity 
    in Japanese Firms: An Empirical Analysis of Panel Data, 1983-1994” 
    Research Paper Series no.11, The Centre for Japanese Research, University of  
    British Columbia．平成 9 年 
・共著 「COMPUSTAT データのパソコンによる処理プロセスと企業財務データベースの日・ 
    米・加比較－検証：株式会社『日本』－」経営情報研究 第 5 巻 第 2 号、平成 10 年 
・共著 「欧州 14 カ国非製造業における自己資本経常利益率決定メカニズムの解明」 
    立命館経済学 第 49 巻 第 6 号、平成 13 年 
・共著 「教育用データベースの再構築－日本政策投資銀行『企業財務データバンク』を対象と 
    して－」 
    ファイナンス研究センター リサーチペーパーシリーズ 第 00-009 号、平成 13 年 
・共著 「経営学教育のニュー･フロンティア－企業財務データベースとその利用を巡って－」 
    奈良大学紀要 第 30 号、平成 14 年 
・共著 「わが国上場製造業企業における株価と収益・成果:パネルデータによる先決性の検定」 
    ファイナンス研究センター リサーチペーパーシリーズ 第 03-014 号、平成 16 年 
・共著 「わが国精密機械器具産業の構造改革：－設備廃棄は設備投資をもたらしたか？－」 
    立命館経済学 第 57 巻 第 2 号、平成 20 年 
・共著 「大統領府創設の“ねらい”－行政組織の効率測定と予算配分：サイモンとバーナード－」 
    非営利法人研究学会誌 第 11 巻、平成 21 年 （第 8 回学会賞 受賞論文） 
・共著 「わが国上場会社は、利益を目的としてきたか？」 
    立命館経済学 第 60 巻 第 3 号、平成 23 年 
・共著 「上場会社にとってＯＥＭ化は戦略的要因か？: ＯＥＭ化は構造改革を生みだしたのか？」 
    立命館経済学 第 60 巻 第 4 号、平成 23 年 
・共著 “The Effects of Financial Relationships on Employment Relationships and  
    Executive Compensation: The Japanese Model of Corporate Governance Revisited” 
    Middle Eastern Economics and Finance．平成 24 年 
・共著 「わが国製造業の上場会社における設備投資－設備投資がもたらすものは？－」 
    立命館経済学 第 61 巻 第 2 号、平成 24 年 
